
別紙 8 不可抗力による損害、損失及び費用の負担割合 

（第 13条第 3項、第 36条第 2項、第 38条第 1項、第 40条第 4項、第 42条第 3項、 

第 66条第 2項関係） 

 

 

1 整備期間 

 

整備期間中に不可抗力が生じ、施設等及び既存施設に損害（ただし、事業者の得べかり

し利益は含まない。以下、本別紙 8において同じ。）、損失及び費用が発生した場合、当該

損害、損失及び費用の額が、累計で施設等整備費の 1パーセントに至るまでは事業者が負

担するものとし、これを超える額については市が負担する。ただし、当該不可抗力事由に

より事業者の負担額を超える額の保険金が支払われた場合、当該保険金額相当額は、損害、

損失及び費用の額から控除する。 

 

2 当初引渡日以降 

 

当初引渡日以降に不可抗力が生じ、施設等に損害、損失及び費用が発生した場合、当

該損害、損失及び費用の額が一事業年度につき累計で不可抗力が生じた日が属する事業

年度において支払われるべき施設等供用業務に係るサービス購入料総額の 1 パーセント

に至るまでは事業者が負担するものとし、これを超える額については市が負担する。た

だし、当該不可抗力事由により事業者の負担額を超える額の保険金が支払われた場合、

当該保険金額相当額は、損害、損失及び費用の額から控除する。なお、当初引渡日以降

であっても、不可抗力が生じ、既存施設に損害、損失及び費用が発生した場合は、前項

を適用する。 

 

以上 


